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 異工種建設工事共同企業体の構成 異工種
建設工事共同企業体の構成については、次の
条件を満たす、「橋梁上部工事を１社」と「橋
梁下部工事を１社」で分担する２社の組み合
わせとする。
 橋梁上部工事を担当する構成員は、中
国地方整備局における平成27・28年度
「プレストレスト・コンクリート工事」
の一般競争参加資格の申請を行っている
こと。
また、開札の時点において、平成27・
28年度「プレストコンクリート工事」の
一般競争参加資格の認定を受けているこ
と。（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続き開始の申立がなされ
ている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続き開始の申
立がなされている者については、手続き
開始の決定後、中国地方整備局長が別に
定める手続きに基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）。
 橋梁下部工事を担当する構成員は、中
国地方整備局における平成27・28年度
「一般土木工事」の一般競争参加資格の
申請を行っていること。
また、開札の時点において、平成27・
28年度「一般土木工事」に係る「Ｃ等級」
の一般競争参加資格の認定を受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154
号）に基づき更生手続き開始の申立がな
されている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始
の申立がなされている者については、手
続き開始の決定後、中国地方整備局長が
別に定める手続きに基づく一般競争参加
資格の再認定を受けていること。）。

 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き、再生手続開始の申立てがなされている
者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から開札の日までの期間に、中国地方整備
局長から工事請負契約に係る指名停止等の

措置要領（昭和59年３月29日付け建設省厚
第91号）に基づく指名停止を受けていない
こと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者（受託者が設計共同体の場合は各構
成員をいう。以下同じ。）、又は当該受託者
と資本若しくは人事面において関連がある
又は特別な提携関係等がある建設業者でな
いこと。
 以下に定める届出の義務を履行していな
い建設業者（当該届出の義務がない者を除
く。）でないこと。
・健康保険法（大正11年法律第70号）第48
条の規定による届出の義務
・厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）
第27条の規定による届出の義務
・雇用保険法（昭和49年法律第116号）第
７条の規定による届出の義務

 構成員の技術的要件等 異工種建設工事共
同企業体の構成員は、次の要件を満たす者と
する。
 次に掲げる同種・類似工事の工事施工実
績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は出資比率が20％以上の場合のも
のに限る。なお、当該実績が国土交通省が
発注した工事のうち入札説明書に示すもの
に係る実績である場合にあっては、工事成
績評定通知書に記載されている評定点（以
下「評定点」という。）が入札説明書に示す
点数未満のものを除く。）。
１）橋梁上部工事の施工を担当する構成員
にあっては、平成11年４月１日以降に元
請として完成・引渡しが完了した下記の
～の全ての要件を満たす工事の施工
実績を有すること。
 道路橋（Ａ活荷重又はＴＬ－20以上）
または鉄道橋（モノレール及び新交通
は除く）であること。
 橋梁形式が床版橋、Ｉ桁橋、Ｔ桁橋
を除くＰＣ連続橋であること。
 最大支間長が45ｍ以上であること。

 橋梁上部工事を担当する構成員は、建設
業法（昭和24年法律第100号）の土木工事
業につき、許可を有しての営業年数が５年
以上あること。ただし、相当の施工実績を
有し、確実かつ円滑な共同施工が確保でき
ると認められる場合においては、許可を有
しての営業年数が５年未満であってもこれ
を同等として取扱うことができるものとす
る。
橋梁下部工事を担当する構成員は、建設
業法（昭和24年法律第100号）の土木工事
業につき、許可を有しての営業年数が５年
以上あること。
ただし、相当の施工実績を有し、確実か
つ円滑な共同施工が確保できると認められ
る場合においては、許可を有しての営業年
数が５年未満であってもこれを同等として
取扱うことができるものとする。
 各構成員は、それぞれ、１級土木施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者を主任技術者又は監理技術者として当該
工事に専任で配置できること。
ただし、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項に該当しない場合は、専
任の義務は有しない。

 代表者要件 異工種建設工事共同企業体の
代表者は、橋梁上部工事を担当する者とする。
 異工種建設工事共同企業体の協定 異工種
建設工事共同企業体の協定書は、「建設工事共
同企業体の事務取扱いについて」（昭和53年11
年１日付け建設省計振発第69号）の別添「建
設工事共同企業体の事務取扱いについて（回
答）」（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第
771号）の別紙に示された「特定建設工事共
同企業体協定書（乙）」を準用するものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む異工種建設工事共同企業体の取扱
い
７の認定（７の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む異工種
建設工事共同企業体も５及び６により申請をす
ることができる。この場合において、異工種建
設工事共同企業体としての資格が認定されるた
めには、７の認定を受けていない構成員が
７の認定を受けることが必要である。なお、
この場合において、７の認定を受けていな
い構成員が当該工事に係る開札の時までに７
の認定を受けていないときは、異工種建設工
事共同企業体としての資格がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期限
異工種建設工事共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事に直接関連する他の工事の
請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随
意契約により締結する工事の完成する日までと
する。ただし、当該工事に係る契約の相手方以
外のものにあっては、当該工事に係る契約が締
結される日までとする。
11 その他
異工種建設工事共同企業体の名称は、「長門俵
山道路赤ノ谷橋ＰＣ上部工事〇〇・〇〇異工種
建設工事共同企業体」とする。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 27 年１月 28 日
独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構

契約担当役理事 丸岡 政文
◎調達機関番号 617 ◎所在地番号 12
１ 調達内容
 品目分類番号 14、27
 導入計画物品及び数量
 ３次元ＣＡＤ／ＣＡＭ・電子計算機シス
テム（職業能力開発総合大学校） 一式
 ３次元ＣＡＤ／ＣＡＭ・電子計算機シス
テム（北海道職業能力開発大学校） 一式
 ３次元ＣＡＤ／ＣＡＭ・電子計算機シス
テム（関東職業能力開発大学校） 一式

 架設工法が、固定支保工以外の架設
工法であること。
ただし、上記～は同一工事である
こと。
２）橋梁下部工事の施工を担当する構成員
にあっては平成11年４月１日以降に、元
請けとして完成・引渡しが完了した下記
の要件を満たす工事の施工実績を有する
こと。
・基礎形式が深礎杭の施工実績を有する
こと。
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